
- 1 - 

 

独立行政法人地域医療機能推進機構年度計画（令和６年度） 

 

 

 令和６年度の業務運営について、独立行政法人通則法（平成 11年法律第 103号）第 31

条第１項の規定に基づき、独立行政法人地域医療機能推進機構（以下「ＪＣＨＯ」という。）

の年度計画を次のとおり定める。 

 

2024年（令和６）年３月 29日 

独立行政法人地域医療機能推進機構  

理 事 長  山 本  修 一 

 

第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置 

 

１ 診療事業 

（１）良質で効果的・効率的な医療提供体制の推進 

  効果的・効率的な医療提供体制の推進のため、将来の医療需要の動向を踏まえ、地域

医療構想の実現に向け、地域の他の医療機関等との連携を進めていくとともに、地域包

括ケアシステムの要として良質な医療を提供する体制の充実・強化に取り組む。 

また、地域で求められている良質な医療を提供するため、ＪＣＨＯ調査研究事業を推

進し、直面している課題の解決に資する根拠を確立し、医療の質の向上に寄与する。 

 

  ① 良質な医療の提供 

   患者に良質かつ安全・安心な医療を提供するため、医療安全文化の醸成及び医療安

全管理体制の一層の充実に取り組む。また、多職種間の協働によるチーム医療の実施、

病院機能評価等の第三者評価の受審、臨床評価指標の活用等により、各病院における

医療の質の更なる向上を図る。 

 

  ② 地域の他の医療機関等との連携 

   ＪＣＨＯ病院の多くが、医療・介護両方のサービスを提供できる強みを生かして、
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それぞれの地域における医療・介護を提供する機関との連携の中で、求められる役割

を確実に果たすよう努め、地域の実情に応じた在宅医療の体制整備や他の医療機関等

との連携を進める。 

医療資源を重点的に活用する外来や急性期医療を担う病院においては、医療機能の

分化・連携に資するため、地域医療支援病院や紹介受診重点医療機関等として、逆紹

介や医療機器の共同利用の促進など、一層その機能を発揮するように取り組む。 

地域に密着した病院では、地域における医療の中心的な提供主体としてプライマリ・

ケアを担っているかかりつけ医や地域の在宅療養を支える中心的役割を担っている訪

問看護ステーション等との連携・協力を一層推進する。 

また、かかりつけ医機能を発揮する医療機関をはじめ、地域の医療・介護施設との

連携に必要な、感染予防や認知症に関する研修を含む、地域の医療・介護従事者向け

の研修を実施するなど、地域の他の医療機関等との連携を推進する。 

 

  ③ ５疾病・６事業等の実施 

   新たに都道府県医療計画に追加される新興感染症への対応を含め、これまでＪＣＨ

Ｏの各病院が取り組んできた救急医療、在宅医療、認知症対策、へき地等の医師不足

地域への医師の派遣など５疾病※１６事業※２等について、各病院の機能や特性等を踏ま

え、地域で求められる役割を確実に果たすよう努める。 

また、大規模災害が発生した場合は、災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第２

条第５号に基づく内閣総理大臣の指定を受けた指定公共機関として、国や自治体と連

携し、被災地の実情に応じた持続的な支援を行う。 

※１ ５疾病･･･がん、脳卒中、心筋梗塞等の心血管疾患、糖尿病及び精神疾患 

※２ ６事業･･･救急、災害時における医療、新興感染症発生・まん延時における医療、 

へき地の医療、周産期医療及び小児医療（小児救急医療を含む。） 

 

  ④ 地域におけるリハビリテーションの実施 

   「医療・介護が必要な状態になっても、自分が住み慣れた地域で暮らし続けたい」

という思いに応えるため、自治体と連携するとともに、医療と介護の両方を提供して

いるＪＣＨＯの特長を生かし、医療・介護の連携により早期に適切なケアプランを策

定するなど、地域の実情に応じて急性期から回復期において効果的なリハビリテーシ
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ョンを実施する。 

 

  ⑤ 数値目標 

  （ア）病院機能評価等の第三者評価の認定を受けた病院数を 22病院とする。 

  （イ）ＪＣＨＯ全体での逆紹介率を 62.0％以上とする。 

（ウ）救急告示病院又は病院群輪番制病院に指定されている病院の救急搬送件数を前

年度より増加させる。 

 

（２）予防・健康づくりの推進 

  地域住民に対し、生活習慣病、ロコモティブシンドローム、やせ、メンタル面の不調

の予防といった「誰一人取り残さない」健康づくり、ライフコースアプローチを踏まえ

た健康づくり等に関する公開講座等を開催することや、各種予防接種を実施することな

どにより、地域全体の健康づくりに寄与する。 

また、健康診断（以下「健診」という。）受診者のニーズの多様化に対応し、地域住民

が主体的に健康の維持増進を図ることができるよう、巡回健診や土日祝日の健診等を充

実させるとともに、特定健康診査（以下「特定健診」という。）項目を含む人間ドックや

生活習慣病予防健診等の強化に取り組む。 

これらに加え、オプション検査を豊富に取りそろえることで、施設内健診の充実を図

り、効果的な特定健診等を実施する。さらに、特定保健指導の実施に当たっては、ＩＣ

Ｔの活用により対面での指導が困難な対象者へのアプローチを広げるなど、利便性の向

上や効率的な指導体制の確保により支援効果を高めるように努める。 

こうした健診の受診体制の充実により健診受診者数を着実に増加させるとともに、病

院に併設されていることを生かし、要精密検査等となった者が速やかに受診できる取組

を進めることで地域住民の疾病の早期発見・早期治療に貢献する。 

 

  ○ 数値目標 

地域住民への教育・研修の実施回数（ＪＣＨＯの職員が地域住民等に対して講演や

研修等を行った回数。オンラインでの実施を含む。）を 1,000回以上とする。 

 

２ 介護事業 
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 人口構成の変化や介護需要の動向は地域ごとに異なるため、地域の実情に応じた介護ニ

ーズや自事業所の機能を踏まえ、住み慣れた地域において、利用者の尊厳を保持しつつ、

必要なサービスが切れ目なく提供できるよう地域包括ケアシステムの推進に取り組む。 

特に病院の附属施設であり、病院と一体的に運営されているというＪＣＨＯの介護老人

保健施設（以下「老健施設」という。）等の特長を生かした医療と介護の連携を強化し、老

健施設における医療ニーズの高い者（喀痰
かくたん

吸引、経管栄養、酸素療法が必要な者等）の受

入れや、訪問看護ステーションにおける重症者（在宅での鎮痛療法や化学療法を行ってい

る末期の悪性腫瘍、在宅酸素療法など特別な管理を必要とする者等）の受入れを推進する

等、質の高いケアが提供できる体制の充実・強化に取り組む。 

介護サービスの実施に当たっては、地域住民が、できる限り住み慣れた地域で、これま

での日常生活に近い環境で暮らし続けたいという思いに応えるため、在宅復帰・在宅療養

支援の促進や認知症対策及び自宅での介護や看取り等の個別ニーズに寄り添った柔軟かつ

多様なサービスが提供できるように努めるとともに、地域包括支援センターにおいて多職

種連携により、地域の困難事例の抽出及びその解決に取り組む。 

また、介護保険制度は 2000年（平成 12年）に創設されてから 20年以上が経過し、地域

密着型や複合型等の介護サービスの多様化や介護療養病床から介護医療院への移行等の状

況の変化を踏まえ、地域から求められる新たな介護サービスの実施に向けた検討を行う。 

 

（１）入所系サービスの充実 

  老健施設において、医療と介護の連携を強化し、医療ニーズの高い者の受入れ等、質

の高いケアが提供できる体制の充実・強化に取り組む。 

  また、在宅復帰・在宅療養支援の促進や認知症対策等の個別ニーズに寄り添った柔軟

かつ多様なサービスが提供できるように努める。 

  さらに、地域住民の医療及び介護両面の複雑化・複合化した支援ニーズに対応できる

よう新たなサービスの実施に向けた検討を行う 

 

（２）在宅療養支援の推進 

  今後増加が見込まれる訪問看護の需要に対して、病院や老健施設に訪問看護ステーシ

ョンが併設されていることを生かし、円滑に在宅療養に移行できるような早期からの退

院支援、在宅での急変時の入院・入所支援など病院・施設関係者と協力した在宅療養支
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援を行う。 

また、重症者の受入れや緊急時を含む 24時間対応等に加え、在宅での看取りに対応で

きるよう体制を強化し、利用者や家族の意向に沿ったサービスの提供に取り組む。 

さらに、訪問看護に関わる人材の育成、地域住民への在宅医療等に関する情報提供・

相談支援、地域の訪問看護事業者間との連携や関係機関との連携強化などの地域支援を

通し、地域の在宅療養を支える中心的役割を担う。 

 

（３）介護予防事業及び自立支援・重度化予防の実施等 

  地域包括支援センター等において、行政等と連携を図りながら、地域全体に対して、

自立支援・介護予防に関する普及啓発、介護予防の通いの場の充実、リハビリテーショ

ン専門職等との連携の推進、高齢者の社会参加の促進など、地域の実情や状況に応じた

様々な取組を行う。 

また、生活上の不安が生じた高齢者やその家族からの相談に対し、適切な機関につな

ぐなどの対応を行う体制を整備するとともに、地域ケア会議等での多職種連携により、

認知症対策、在宅医療・介護の連携などの地域の困難事例の抽出及びその解決に取り組

む。 

 

  ○ 数値目標 

訪問看護ステーションの特別管理加算の算定件数について、10,000 件以上とする。 

 

３ 病院等の利用者の視点に立った医療及び介護の提供 

（１）分かりやすい説明と相談しやすい環境の推進 

  患者やその家族が提供される医療についてよく理解し、自身の治療の選択を主体的に

行えるよう、相手にとって分かりやすい説明を心掛けるとともに、人生会議（ＡＣＰ（ア

ドバンス・ケア・プランニング：人生の最終段階の医療・ケアについて、本人が家族等

や医療・ケアチームと事前に繰り返し話し合うプロセス）等を通じて患者やその家族の

意向を十分に理解し、それを尊重しながら、お互いの信頼関係の下、患者が自分自身の

医療に主体的に参加するための相談しやすい体制を充実させる。 

  また、入院前から退院後の生活を見据え、必要な支援を早期より開始することで、患

者やその家族が安心して在宅療養へ移行できるよう、支援体制を強化する。 
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  このような患者サービスの向上に努めるため、患者や利用者への満足度調査をはじめ

とする各種調査結果を参考に、患者等のニーズを的確に把握し、その改善に取り組むこ

とにより、患者やその家族等から選ばれる病院等を目指す。 

 

（２）医療事故・院内感染の防止の推進 

  良質な医療の提供に向けた医療安全管理及び感染管理の体制整備及び活動の推進を図

るため、医療安全に係る報告や、医療関連感染の発生等に関する情報を収集・分析し、

医療の質・安全管理委員会において方針や課題の検討を行うとともに、毎年、医療安全

及び感染管理の管理者等に対し、研修を実施するなど、医療安全及び感染対策の取組の

充実を図る。さらに、外部評価を活用し、透明性をもった医療の提供に向けて取り組む。 

また、ＪＣＨＯの有する全国ネットワークを活用し、ＪＣＨＯ内における医療安全や

感染管理に係る事案や対策等の情報共有により、再発及び発生防止に向けた取組を推進

する。 

 

  ○ 数値目標 

（ア）患者満足度調査の「総合評価」の５段階評価において最高評価を５点、最低評

価を 1点として点数化し、平均得点を入院で 4.45以上、外来で 4.20以上とする。 

（イ）老健施設の利用者満足度調査の「総合評価」の５段階評価において最高評価を

５点、最低評価を 1 点として点数化し、平均得点を入所 4.46 以上、通所で 4.54

以上とする。 

（ウ）下記の①②を満たすこととする。 

① 45病院が実働病床数に対する院内インシデント・アクシデント報告総数を５

倍以上とする。 

② 全ての病院が全報告数に占める医師からの報告件数の割合を将来的に 10％

以上とすることを目標とし、2023年度（令和５年度）実績値よりも１％増加さ

せる（10％に達している場合は増加率にかかわらず目標達成とする。）。 

 

４ 教育研修事業 

（１）質の高い人材の確保・育成 

  ＪＣＨＯの全国ネットワークを活用し、「教育のＪＣＨＯ」を確立するため、地域の他
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の医療機関等とも連携しつつ、法人全体として高度急性期から慢性期まで幅広い医療を

提供しているＪＣＨＯの特長を生かした臨床研修プログラムやキャリアパスの見直し

を図ることにより、質の高い職員の確保・育成に取り組む。 

また、良質な医療を提供するため、院内での医療安全活動の取組を推進する人材を複

数職種で育成するとともに、それらの職種で構成されたチームにより患者及び院内職員

の医療安全への理解の促進に努める。 

 

  ① 質の高い医師の育成 

   医療・介護が必要な状態になってもできる限り住み慣れた地域で暮らし続けたいと

いうニーズの増大等を踏まえ、医師不足地域で貢献する医師、多様な病態に対する基

本的な診療能力を備え、患者の初期対応及び管理を適切に行うことができる医師、各

専門科の医師やメディカルスタッフ等と連携し、患者の包括的なケアにおけるリーダ

ーシップを発揮し、タスクマネジメントを実践できる医師を育成することが重要であ

るため、ＪＣＨＯの全国ネットワークや医療・介護両方のサービスを提供していると

いう特長を生かし、引き続き、総合診療医の育成に取り組む。 

 

  ② 質の高い看護師の育成 

   チーム医療及び在宅医療の推進、新興感染症等の感染拡大時の迅速かつ的確な対応、

働き方改革への対応等のため、地域及び各施設のニーズに合った、特定行為を実施す

る看護師や高度な看護実践能力及びマネジメント能力を持ち、医師など多職種との協

働により、チーム医療を積極的に提供できる質の高い看護師の育成に取り組むととも

に、特定行為を実施する看護師等が活躍できる環境を整え、介護・慢性領域への配置

を含む配置者数の増加及び定着、タスク・シフト／シェア等を推進する。 

また、チーム医療の推進、看護の質向上のため看護管理者としてマネジメントでき

る人材や実践者として活躍できる人材を育成する。 

 

  ③ 質の高い職員の育成 

   地域の医療・介護の質の向上に貢献するため、かかりつけ医機能を発揮する医療機

関との連携に必要な感染対策、認知症対策、ＡＣＰや倫理等に関する研修を含むメデ

ィカルスタッフへの教育に取り組む。特に深刻な人材不足となっている病院薬剤師に
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ついては、急性期から慢性期における効果的な薬物支援療法やチーム医療を推進する

とともに、地域医療に貢献できる病院薬剤師の育成に取り組むため、「ＪＣＨＯ薬剤師

レジデント制度（仮称）」創設に向けた検討を行う。 

  さらに、メディカルスタッフや事務職といった職種にかかわらず、質の高い人材を

確保していくため、職種横断的な研修体系への見直しを行い、職員全体の質の底上げ

へ取り組む。具体的には、ＪＣＨＯが財政的に自立した運営を目指す中で、病院の各

部門が一体となって経営改善に取り組めるよう、職種横断的な経営分析や組織マネジ

メントに関する実践的な研修を実施することにより、自院の現状を正しく理解し経営

戦略を立案できる人材の育成に取り組む。 

 

（２）地域の医療・介護従事者に対する教育 

  地域の医療・介護の質の向上に貢献するため、かかりつけ医機能を発揮する医療機関

をはじめとした地域の医療・介護施設との連携に当たり、必要となる感染予防や認知症

に関する研修などの実施により、地域の医療・介護従事者に対する教育に取り組む。 

 

  ○ 数値目標 

（ア）医療安全管理者養成研修について、医師・看護師を含む３職種以上が受講して

いる病院数を 22病院とする。 

（イ）特定行為研修修了者の配置者数を前年度より増加させるとともに、特定行為研

修修了者の配置者数に対する特定行為を実施する者の割合を 50％以上とする。 

（ウ）地域の医療・介護従事者への教育・研修の実施回数（ＪＣＨＯの職員が地域の

医療・介護従事者に対して講演や研修等を行った回数。オンラインでの実施を含

む。）を 650回以上とする。 

 

第２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

１ 効率的な業務運営体制の推進 

 法人全体として経営の健全性を確保していくため、本部機能の見直しなど、理事長がリ

ーダーシップを発揮できるよう、理事長を中心としたマネジメント体制を構築する。 

2023 年度（令和５年度）及び 2024 年度（令和６年度）の「経営強化集中期間」におけ
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る各病院の取組状況等を踏まえ、各病院の地域における役割や経営状況等に応じた適切な

資源投入の在り方を検討する。 

 

（１）本部・地区組織・各病院の役割分担 

  ＪＣＨＯが果たすべき役割を確実に実施し、本部と病院、それぞれが求められる役割

を適切に果たせるよう、国の医療政策や介護政策等に合わせた柔軟な組織・業務の見直

し等に取り組む。 

 

（２）効率的・弾力的な病院組織の構築 

  各病院がそれぞれの地域のニーズを踏まえ、限られた医療資源を最大限に活用しつつ、

果たすべき役割を確実に実施できるよう、各病院単位だけでなく法人全体や地域におい

ても、各地域で必要な医療の提供に向けたマネジメント体制や効率的なネットワークの

構築等に取り組む。その際、地域の限りある医療資源の効率的配置にも資するため、必

要に応じて地域医療連携推進法人制度を活用するなど、地域医療構想に積極的に参画し

ていく。 

また、2025年（令和７年）に向けた地域医療構想だけでなく、ポスト地域医療構想や

今後の幅広い介護需要の増加を見据え、地域医療・介護の担い手として、地域のニーズ

の変化に柔軟に対応できるよう努める。 

 

（３）職員配置 

  職員配置については、各病院における地域事情や特性を考慮するとともに、地域にお

ける医療需要を踏まえて、業務量の変化に柔軟に対応できるよう、適宜見直しを図りな

がら、ＪＣＨＯのネットワークも活用し、医師・看護師等の人材を確保し、適正な職員

配置に取り組む。 

 

（４）労働生産性の向上 

  労働生産性の向上を図るため、適切な労務管理の実践、働き方改革の取組などにより、

勤務環境の改善に取り組む。また、研修等により、職員の能力・資質の向上に取り組む。 

 

（５）業績等の評価 
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  本部が各病院の目標管理、運営実績等に基づく評価を行う。また、職員が業務で発揮

した能力、適性、実績等を適正に評価し、職員の給与に反映させるとともに業務遂行意

欲の向上を図る業績評価制度を適切に運用し、人事制度への活用を図る。 

 

（６）情報システム整備及び管理 

  マイナンバーカードを健康保険証として利用すること（以下「マイナ保険証」という。）

や電子処方箋をはじめ、「医療ＤＸの推進に関する工程表」（令和５年６月２日医療ＤＸ

推進本部）に基づき政府が進める医療ＤＸの各取組に率先して取り組むことにより、業

務の効率化、質の高い医療サービスの提供や新たな医療ニーズへの対応等を実現するた

めの基盤整備を進める。特に、マイナ保険証の利用率（マイナ保険証利用人数／レセプ

ト枚数）については、令和６年 11月末時点において 50％台半ばとすることを目標とし、

来院患者への説明等の取組を推進し、更なる利用率の向上を目指す。 

また、情報システムについては、デジタル庁が策定した「情報システムの整備及び管

理の基本的な方針」（令和３年 12月 24日デジタル大臣決定）にのっとり、ＰＭＯの設置

等の体制整備を進めるとともに、地域連携を進めるための情報システムの適切な整備及

び管理を行う。 

 

２ 業務運営の見直しや効率化による収支改善 

 各病院の特性を生かした良質な医療の提供を図るとともに、適正な職員配置、後発医薬

品の採用促進等の業務運営の見直しを通し、診療収入等の増収及び経費節減を図り、各病

院の収支改善に取り組み、財政的に自立した運営をする。あわせて、経営状態に応じた適

切な投資を促進し、より各病院の特性や医療資源を活用できる環境整備を行うことにより、

更なる経営基盤の強化に取り組む。 

 

（１）収入の確保 

  効果的・効率的に病床を運用し、病床稼働率の向上を図るなど、医療資源の有効活用

を推進するとともに、効果的・効率的に職員を配置し、医療及び介護の質や安全性を向

上させつつ、診療報酬や介護報酬の施設基準の新規取得を図ることにより、収入の確保

に努める。 

医業未収金については、新規発生防止の取組を一層推進しつつ、的確に管理すること
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でその回収に努める。 

 

（２）適正な人員配置に係る方針 

  良質な医療及び介護を効果的・効率的に提供していくため、医師、看護師、介護福祉

士等の医療・介護従事者数については、経営にも十分配慮の上、医療及び介護を取り巻

く状況の変化に応じて適切に対応するとともに、給食や医事等の業務においては、アウ

トソーシング化等による業務の効率化・迅速化だけでなく、サービスの質の向上や人材

育成等の効果等についても総合的に勘案した上で、適正な人員配置に努める。 

これらの取組により、人件費率と委託費率を合計した率について、各病院の業務の量

と質に応じた適正な率とすることを目指す。 

また、給与水準は、国家公務員の給与、民間企業の従業員の給与、法人の業務の実績、

職員の職務の特性等を考慮し、国民の理解が十分得られるよう必要な説明ができるもの

とする。 

 

（３）材料費 

  同種同効果医薬品の整理などの使用医薬品の標準化を進めつつ、医薬品の共同調達な

どの業務の合理化を推進することにより、スケールメリットを生かして購入価格等の見

直しを行い、業務収益に対する医薬品費などの材料費の比率（材料費率）の低減を図る。 

 

（４）投資の効率化 

  厳しい経営環境の下、病院機能の維持及び改善を行うため、法人全体及び各病院の経

常収支及び資金確保状況に応じ、確実な償還が見込まれる建物、医療機器及びＩＴへの

投資については、必要な資金を配分する。 

また、病院の経常収支等の状況に応じて、地域における貢献度をより高め、病院機能

の強化・充実に資する等の投資効果が見込まれる場合には積極的な投資を行うことによ

り、法人全体の収支及び資金状況の改善を図る。 

独立行政法人国立病院機構、独立行政法人労働者健康安全機構及び日本赤十字社と連

携し、これまでの効果を検証しつつ、より効率的な調達に努め、大型医療機器の共同調

達を行うなど医療機器の購入費用の削減を図る。 
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（５）調達等の合理化 

  公正かつ透明な調達手続による適切で、迅速かつ効果的な調達を実現する観点から、

「独立行政法人地域医療機能推進機構調達等合理化計画」に基づく取組を着実に実施す

る。 

 

（６）一般管理費の節減 

  一般管理費（人件費、公租公課、病院支援業務経費及び特殊要因経費を除く。）につい

ては、引き続き効率的な執行に努める。 

 

第３ 予算、収支計画及び資金計画 

 

１ 経営の改善 

 各病院の収支改善に取り組み、ＪＣＨＯ全体として、損益計算において、経常収支率を

前年度より上回ることとする。 

また、経常収支率が 100％未満となるなど、経営等に課題のある病院に対して、本部が

必要に応じて支援を行う。 

 

 ○ 数値目標 

令和６年度の損益計算において、ＪＣＨＯ全体として経常収支率（経常収益※÷経常費

用×100）を前年度より上回ることとする。ただし、前年度の経常収支率が 100％以上で

あった場合には、100％以上の経常収支率とする。 

※ 令和５年度の新型コロナ感染症への対応に関連した補助金等を除く。 

 

２ 長期借入金の償還確実性の確保 

 各病院の機能の見直し及び維持を図りつつ、投資を合理的かつ計画的に行うことにより、

中・長期的なＪＣＨＯの固定負債（長期借入金の残高）を償還確実性が確保できる範囲と

し、運営上適切なものとなるよう努める。 

このため、個々の病院における建物、大型医療機器や医療ＤＸの投資に当たっては、長

期借入金等の償還確実性等を確保するとともに、一定の自己資金を用意することを原則と

する。 
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また、本部においても適切な長期借入金の管理を行い、計画的な償還を行っていくこと

とする。 

さらに、長期借入金等の償還確実性等を確保するため、ＪＣＨＯの財産の全部又は一部

について必要に応じ処分する場合には、通則法の規定により財務大臣に事前に協議するこ

ととする。 

 １ 予  算 別紙１ 

 ２ 収支計画 別紙２ 

 ３ 資金計画 別紙３ 

 

第４ 短期借入金の限度額 

 

 １．限度額 50,000百万円 

 ２．想定される理由 

 （１）業績手当（ボーナス）の支給等、資金繰り資金の支出への対応 

 （２）予定外の退職者の発生に伴う退職手当の支給等、偶発的な支出増への対応 

 

第５ 不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産がある場合には、当該財産の処

分に関する計画 

 

 なし。 

 

第６ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとする時は、その計画 

 

なし。 

なお、既に厚生労働大臣から譲渡の認可を受けた財産については、適正に処分する。 

 

第７ 剰余金の使途 

 

 決算において剰余を生じた場合は、将来の投資（病院建物の整備・修繕、医療機器等の

購入及び医療ＤＸの投資）及び借入金の償還に充てる。 
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第８ その他主務省令で定める業務運営に関する事項 

 

１ 人事に関する事項 

 良質な医療及び介護を効果的・効率的に提供していくため、医師、看護師、介護福祉士

等の人材確保・育成については、計画的に取り組む。 

特に、医師・看護師不足対策として、離職防止等の対策を講ずる。 

また、良質な人材の有効活用を図るため、人事交流を促進することを目的とした人事調

整会議を行うほか、有為な人材の育成や能力の開発を行うための研修を実施する。 

さらに、働き方改革を実現するため、職員全体の勤務環境の改善に取り組む。特に医師

の勤務負担の軽減や労働時間短縮のため、タスク・シフト／シェアの推進等の国の方針に

基づいた取組を着実に実施する。 

あわせて、職員が能力を十分発揮できるよう安全で働きやすい職場環境を構築するため、

ハラスメント研修の実施や相談しやすい窓口の設置等により、ハラスメントのない職場づ

くりに取り組む。 

 

２ 施設・設備に関する計画 

 自己資金等を活用して、医療の高度化や患者の療養環境の改善、また、経営面の改善が

図られるよう、必要な整備のための投資を行う。 

なお、建替整備（医療機能変更等に伴う改修を含む場合がある）にあたっては、適切な

医療機能・規模となるよう地域医療構想や今後の人口動態、経営状況等を踏まえ、予め基

本構想（グランドデザイン）・基本計画を作成する。 

 

３ 積立金の処分等に関する事項 

 積立金は、厚生労働大臣の承認するところにより、将来の投資（病院建物の整備・修繕、

医療機器等の購入及び医療ＤＸの投資）及び前中期目標期間の終了時までに自己収入財源

で取得し、本中期目標期間に繰り越されている固定資産の減価償却に要する費用等に充て

る。 

 

４ 内部統制の充実・強化等 
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 内部統制の更なる充実・強化を図るため、効率的かつ実効性のある内部監査の実施によ

りＪＣＨＯの適正かつ能率的な運営の確保に努める。 

リスク管理については、業務運営において想定されるリスクを洗い出し、顕在化を抑止

するための方策を検討・実施する。その上で、モニタリングを通してその取組が有効に機

能しているか点検・検証を行い、その結果を踏まえて見直しを行うなどの取組を推進する。 

あわせて、コンプライアンスの徹底に対する取組を推進するため、必要に応じて体制の

見直しを行うほか、職員に対する継続的な研修の実施により意識の徹底を図るなど、高い

倫理性を確保し、組織の価値の維持・向上を図る。 

さらに、ＪＣＨＯの業務の透明性及び内部統制の信頼性の確保並びに情報セキュリティ

対策を円滑に推進するために、監事及び会計監査人と連携し、監査を実施するほか、第三

者機関による情報セキュリティ監査を実施する。 

 

５ 情報セキュリティ対策の強化 

 最高情報セキュリティ責任者を中心に情報セキュリティポリシーについて、適宜、改定

を行う。 

 また、情報セキュリティ監査に基づく適切な対策を図り、情報基盤の更改に当たっては

適切なセキュリティ対策を講ずるとともに、情報セキュリティ対策の強化に関し、情報セ

キュリティ研修及び伝達研修を毎年度実施し、標的型攻撃メール訓練も併せて実施する。 

さらに、本部及び各病院を対象とした情報セキュリティ監査を継続的に実施し、指摘が

多い施設についてはフォローアップを行う。 

 

６ 広報に関する事項 

 ＪＣＨＯ及び各病院の使命、果たしている役割・業務、財務運営状況等について、広く

国民の理解が得られるよう、ホームページ、ＳＮＳ等を活用して積極的な広報・情報発信

に努める。 

 

７ 病院等の譲渡 

 独立行政法人地域医療機能推進機構法（平成 17 年法律第 71 号）第 14 条の規定を踏ま

えた適切な対応を行う。 
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８ その他 

 既往の閣議決定等に示された政府方針に基づく取組について、着実に実施する。 



別紙１

（単位：百万円）

収入

業務収入 386,915 14,443 243 1,311 402,912

その他収入 7 0 0 240,976 240,982

計 386,922 14,443 243 242,286 643,894

支出

業務経費 361,095 13,339 301 4,228 378,964

診療業務経費 361,095 0 0 0 361,095

介護業務経費 0 13,339 0 0 13,339

教育業務経費 0 0 301 0 301

その他の経費 0 0 0 4,228 4,228

施設整備費 30,915 691 0 52,598 84,203

その他支出 206 0 0 255,731 255,938

計 392,216 14,030 301 312,552 719,099

（注）計数は原則としてそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがある。

（注）新型コロナウイルス感染症対応に係る補助金収益については見込んでいない。

令和６年度予算

区　　　　　　　別 診療事業 介護事業 教育研修事業 法人共通 合計



別紙２

（単位：百万円）

収益の部 389,117 14,408 264 1,110 404,899

診療業務収益 389,117 0 0 0 389,117

医業収益 383,083 0 0 0 383,083

研究収益 461 0 0 0 461

その他診療業務収益 5,573 0 0 0 5,573

介護業務収益 0 14,408 0 0 14,408

介護収益 0 13,913 0 0 13,913

その他介護業務収益 0 495 0 0 495

教育業務収益 0 0 264 0 264

看護師等養成所収益 0 0 140 0 140

研修収益 0 0 6 0 6

その他教育業務収益 0 0 119 0 119

その他経常収益 0 0 0 1,110 1,110

財務収益 0 0 0 179 179

その他 0 0 0 931 931

臨時利益 0 0 0 0 0

費用の部 389,892 14,449 446 3,785 408,572

診療業務費 389,892 0 0 0 389,892

人件費 196,527 0 0 0 196,527

材料費 100,494 0 0 0 100,494

諸経費 67,820 0 0 0 67,820

減価償却費 25,051 0 0 0 25,051

介護業務費 0 14,449 0 0 14,449

人件費 0 9,632 0 0 9,632

諸経費 0 3,992 0 0 3,992

減価償却費 0 825 0 0 825

教育業務費 0 0 446 0 446

人件費 0 0 201 0 201

諸経費 0 0 115 0 115

減価償却費 0 0 130 0 130

一般管理費 0 0 0 2,334 2,334

 人件費 0 0 0 1,553 1,553

諸経費 0 0 0 569 569

減価償却費 0 0 0 212 212

その他経常費用 0 0 0 531 531

財務費用 0 0 0 226 226

その他 0 0 0 305 305

臨時損失 0 0 0 921 921

純利益 ▲ 775 ▲ 41 ▲ 182 ▲ 2,676 ▲ 3,673

総利益 ▲ 775 ▲ 41 ▲ 182 ▲ 2,676 ▲ 3,673

（注）計数は原則としてそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがある。

（注）新型コロナウイルス感染症対応に係る補助金収益については見込んでいない。

令和６年度収支計画

区　　　　　　　　別 診療事業 介護事業 教育研修事業 法人共通 合計



別紙３

（単位：百万円）

診療事業 介護事業 教育研修事業 法人共通 合計

資金収入 386,922 14,443 243 327,027 728,636

業務活動による収入 386,915 14,443 243 1,311 402,912

診療業務による収入 386,915 0 0 0 386,915

介護業務による収入 0 14,443 0 0 14,443

教育業務による収入 0 0 243 0 243

その他の収入 0 0 0 1,311 1,311

投資活動による収入 7 0 0 360,000 360,007

財務活動による収入 0 0 0 ▲ 119,024 ▲ 119,024

前年度からの繰越金 0 0 0 84,741 84,741

資金支出 386,922 14,443 243 327,027 728,636

業務活動による支出 361,095 13,339 301 4,223 378,958

診療業務による支出 361,095 0 0 0 361,095

介護業務による支出 0 13,339 0 0 13,339

教育業務による支出 0 0 301 0 301

その他の支出 0 0 0 4,223 4,223

投資活動による支出 31,111 691 0 421,098 452,899

有形固定資産の取得による支出 21,610 386 0 47,706 69,703

その他の支出 9,500 304 0 373,392 383,197

財務活動による支出 11 0 0 ▲ 112,769 ▲ 112,758

翌年度への繰越金 ▲ 5,294 413 ▲ 58 14,476 9,536

（注）計数は原則としてそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがある。

（注）新型コロナウイルス感染症対応に係る補助金収益については見込んでいない。

令和６年度資金計画

区　　　　　　　　　　　別


